
①資源グローバル
人材の養成

②次世代型の
学部運営

③秋田大学が担う
公共的役割の機能強化

地域の枠を越えた，世界標準の新たな大学機能の強化を目指します
～仮想“国立「国際資源」大学”～

国際資源学部（平成26年度新設予定） 既存学部改組

地 域 振 興 の
中 核 拠 点
と し て 貢 献

国 際 資 源 に 特 化 し た 学 部 創 設 を 通 じ ， 実 現 す る ３ 大 改 革

秋 田 大 学

ﾘｰｼﾞｮﾅﾙｾﾝ
ﾀｰ機能強化

ﾅｼｮﾅﾙｾﾝﾀｰ
機能強化

国際的教育研
究のネットワー
クの一員として
世 界 に 貢 献

教授会改革
運営と執行を分離し，教育・
研究活動への特化・集中
によりその質の向上を図る

大学間連携
外部人員を取り入れた
意 思 決 定 の 透 明 化

国益貢献
我が国の資源確保戦略に
貢 献 す る 人 材 の 供 給

世界的教育拠点形成
日本を代表する世界水準
の資源学教育拠点の構築



２学部改組

２学部の機能を整理・集約 (2学部総数 750名)

120名

現行３学部構成 （入学定員総数976 名）
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平成26年度以降 ４学部構成へ
～学部機能の集約・強化と効率化～ （入学定員総数 951名(▲25)）

教育文化学部 [290名] 工学資源学部 [460名]
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学部新設

リージョナルセンター機能の抜本的強化
～地域に根差した教育と研究の深化～

秋田大学改組構想図 ～３学部から４学部へ～

教育文化学部 290名→同 210名(▲80)
工学資源学部 460名→理工学部 395名(▲65)

（新設） 国際資源学部 120名
旧2学部総数750名→新設・改組3学部入学定員総数 725名
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今後の国立大学の機能強化に向けての考え方
平成２５年６月２０日

文 部 科 学 省

我が国は、急速な少子高齢化、グローバル化、新興国の台頭に

よる競争激化など社会の急激な変化に直面しており、持続的に発

展し活力ある社会を目指した変革の遂行が求められている。大学

は、社会の変革を担う人材の育成やイノベーションの創出といっ

た責務に応えるために、社会における大学の機能の再構築等に取

り組んでいく必要がある。

現在、国立大学については 「大学改革実行プラン （平成２４、 」

年６月）を踏まえ 「ミッションの再定義」を始点とした機能の強、

化に取り組んでいる。今回 「これからの大学教育等の在り方につ、

いて （平成２５年５月２８日教育再生実行会議第三次提言 「日」 ）、

本再興戦略 （平成２５年６月１４日閣議決定）及び「第２期教育」

振興基本計画 （平成２５年６月１４日閣議決定）を踏まえつつ、」

第２期中期目標期間（平成２７年度まで）の後半３年間を「改革

加速期間」として設定し、以下に示す観点を中心としてさらに機

能の強化に取り組むこととする。

１ 「ミッションの再定義」を通じて、各大学の有する強．

みや特色、社会的役割を明らかにする。

○文部科学省と各大学は「ミッションの再定義」を本年末を

めどに取りまとめ、全国的又は政策的な観点からの強みや

各大学として全学的な観点から重視する特色、担うべき社

会的な役割を明らかにする。これにより、国立大学の有す

る「世界水準の教育研究の展開拠点 「全国的な教育研究」、

拠点 「地域活性化の中核的拠点」などの機能の強化を図」、

る。
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２．大学のガバナンス改革、学長のリーダーシップの発揮

を通じて、各大学の有する強みや特色、社会的役割を踏

まえた主体的な改革を促進する。

○「ミッションの再定義」等のプロセスで明らかにする各大

学の有する強みや特色、社会的役割を中心として、国立大

学の機能の強化を図るため、各大学は、人材や施設・スペ

ースの再配分や教育研究組織の再編成、学内予算の戦略的

・重点的配分等を通じた学内資源配分の最適化に、学長の

リーダーシップの下で主体的に取り組む。

○文部科学省は、学内資源配分の最適化や大学の枠を越えた

連携・機能強化を含む先駆的な改革を進める国立大学を、

予算の重点的配分を通じて支援する。また、学内資源配分

の可視化を促進する。あわせて、国立大学法人評価委員会

の体制の強化を促進し、国立大学改革の進捗状況をきめ細

かくフォローする。

○文部科学省は、学長が全学的な改革にリーダーシップを発

、 、揮できる体制が確立できるように 教授会の役割の明確化

部局の運営を効果的に活性化するための学内組織の機能の

。見直しや監事機能の強化などのガバナンス改革に取り組む

３．人材・システムのグローバル化による世界トップレベ

ルの拠点形成を進める。

○急速に進む社会や産業界のグローバル化の中で、我が国社

会の発展を支える観点から、大学は国内外の優秀な学生や

研究者を集めつつ、国際的に活躍できる人材の育成や国境

を越えた共同研究に積極的に取り組むことが必要である。

世界水準の教育研究の展開を進める観点から、外国人教員

の大量採用、海外トップクラスの大学の教育プログラム及

び教員等の積極的誘致並びに英語による授業の拡大等に取

り組むことにより、人材・システムのグローバル化を進め

る。
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○文部科学省として、今後１０年間で、世界大学ランキング

トップ１００に１０校以上へのランクインなど、国際的存

、 。在感を高めつつ 国際的に活躍できる人材の育成を目指す

４．イノベーションを創出するための教育・研究環境整備

を進め、理工系人材の育成を強化する。

○新興国との激しい競争に直面し、少子高齢化が進行する我

が国が、経済成長を維持し、国際競争力の強化を図るため

には、イノベーションを絶え間なく創出していくことが求

められている。各大学は、イノベーションを支える主要な

担い手となる理工系人材の戦略的育成を図るため、今後産

業界との対話を通じて策定される 理工系人材育成戦略 仮「 」（

称）を踏まえ、教育研究組織の再編成や整備を進める。ま

た、文部科学省は、国立大学法人による大学発ベンチャー

を支援するための出資を可能とするなどの制度改正に取り

組む。

○文部科学省として、今後１０年間で、２０の大学発新産業

を創出することを目指す。

５．人事・給与システムの改革を進め、優秀な若手研究者

や外国人研究者の活躍の場を拡大する。

○国立大学が、グローバル化への対応を図るとともに、イノ

ベーションの創出に適した環境となるためには、法人化の

メリットを活用しつつ、若手研究者や外国人研究者といっ

た多様な人材を引きつけていくことが欠かせない。このた

め、各大学は、退職金にとらわれない年俸制や学外機関と

の混合給与等の導入を促進することで、公務員型の人事・

給与システムを改め、優秀な若手研究者や外国人研究者の

常勤職への登用を進める。

○文部科学省として、今後３年間で、国立大学における１５,
００人程度の若手・外国人研究者へ常勤ポストを提示する

ことを目指す。
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． 、６ 国立大学として担うべき社会的な役割等を踏まえつつ

各専門分野の振興を図る。

○「ミッションの再定義」を先行して実施した３つの専門分

野について、各大学ごとの強みや特色を伸長し、社会的な

。役割を一層果たすための振興の観点は以下のとおりである

○教員養成大学・学部については、今後の人口動態・教員採

用需要等を踏まえ量的縮小を図りつつ、初等中等教育を担

う教員の質の向上のため機能強化を図る。具体的には、学

校現場での指導経験のある大学教員の採用増、実践型のカ

リキュラムへの転換（学校現場での実習等の実践的な学修

の強化等 、組織編成の抜本的見直し・強化（小学校教員養）

成課程や教職大学院への重点化、いわゆる「新課程」の廃

止等）を推進する。

○医学分野について、超高齢化やグローバル化に対応した医

療人の育成や医療イノベーションの創出により、健康長寿

社会の実現に寄与する観点から機能強化を図る。具体的に

は、診療参加型臨床実習の充実等国際標準を上回る医学教

育の構築、卒前・卒後を通じた研究医育成を推進する。ま

た、独創的かつ多様な基礎研究を推進するとともに、分野

、 、横断・産学連携を進め 治験・臨床研究推進の中核となり

基礎研究の成果をもとに我が国発の新治療法や革新的医薬

品・医療機器等を創出する。地方公共団体と連携し、キャ

リア形成支援等を通じた地域医療人材の養成・確保、高度

・先進医療や社会的要請の高い医療を推進する。

○工学分野については、我が国の産業を牽引し、成長の原動

力となる人材の育成や産業構造の変化に対応した研究開発

の推進という要請に応えていくため、前述の「理工系人材

育成戦略」(仮称)も踏まえつつ、大学院を中心に教育研究

組織の再編・整備や機能の強化を図る。具体的には、エン

ジニアとしての汎用的能力の獲得を支援する国際水準の教

育の推進など、工学教育の質的改善を推進し、グローバル
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化に対応した人材を育成するとともに、最新の高度専門技

術に対応すべく社会人の学び直しを推進する。また、社会

経済の構造的変化や学術研究・科学技術の進展に伴い、各

大学の強みや特色を生かしながら先進的な研究や学際的な

研究を推進するとともに、研究成果を産業につなげる観点

。から地域の地場産業も含め広く産業界との連携を推進する

※その他の分野についても 「ミッションの再定義」に取り組、

みつつ、今後、各専門分野の振興の観点について順次明確

化を図る。

７ 「国立大学改革プラン （仮称）を策定するとともに、． 」

運営費交付金の在り方を抜本的に見直す。

○文部科学省は 「ミッションの再定義」の取りまとめ作業と、

並行して、この「考え方」をもとに各専門分野の振興の観

「 」点や具体的な改革工程を盛り込んだ 国立大学改革プラン

（仮称）を、本年夏をめどに策定する。

○文部科学省は、各国立大学の改革成果を考慮しつつ、教育

や研究活動等の成果を踏まえた新たな評価指標を確立する

とともに、第３期中期目標期間（平成２８年度以降）は、

国立大学法人運営費交付金の在り方を抜本的に見直す。
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資源国法経制度や国際法・
各国政治制度の知識習得

国際情勢・資源経済・鉱業法等
の資源政策の理解

資源開発地域固有の
歴史、文化、宗教の理解

異なる文化の橋渡し

「文化間ミディエーション」能力
の知識と技能

激化する資源獲得競争を
勝ち抜く資源開発技術

資源生産の最適な手法の検討

資源循環型社会の形成に寄与
するリサイクル・製錬技術

鉱山における環境保全技術

世界的資源戦略において、国際的企業・政府機関のあらゆるセクションで即戦力として活躍できる人材を養成・輩出する

国 際 資 源 学 科

資源政策コース(30名) 資源地球科学コース(35名) 資源開発環境コース(50名)

グローバル化に対応した
総合的な英語力

国際資源戦略を担うための
人文社会的基礎知識

資源地質・鉱床解析に関する
基礎知識

資源開発と環境対策に関する
基礎知識

広い視野に立って自らの考えを
発信できるコミュニケーション能力

社会の変化や多様性に
柔軟に対応できる豊かな人間性

世界を対象とした資源分布
予測手法の体得

新たな鉱山資源の探求

最先端地球科学からの
地球史解析

資源生成システムの解明

共同
連携

共同
連携

共同・連携

国際資源分野において求められる『人文社会系・技術系パッケージ型教育』を展開し
グローバル資源人材の養成を実現

国内資源学教育の現状は、資源系学科の再編･縮小により資源分野を網羅する一貫教育が困難な状況に
かつ、海外に偏在する資源の獲得・開発や研究を担う国際感覚を持つ人材の養成が急務
1世紀にわたり資源学を牽引してきた秋田大学に国内外大学等の強みを結集し、資源学教育研究拠点として日本･世界に貢献する学部へ

課題と
社会的ニーズ

コース共通留学生枠(5名)



１．県内・県外の比較
興味がある やや興味がある どちらともいえない あまり興味がない わからない

県内の高校生 1,249名 54名 200名 307名 596名 92名

（20校） 4.3% 16.0% 24.6% 47.7% 7.4%

県外の高校生 4,097名 142名 565名 1,035名 2,075名 280名

（47校） 3.5% 13.8% 25.3% 50.6% 6.8%

計 5,346名 196名 765名 1,342名 2,671名 372名

（67校） 3.7% 14.3% 25.1% 50.0% 7.0%

国際資源学部への進学希望　高校生からのニーズ　分析(アンケート結果）
高校生の新学部への興味（進学希望）について（アンケート結果から）

県内外別

回答者：67校5，346名（県内20校1，249名，県外47校4，097名：男性2，902名，女性2，444名）
対象：全国の偏差値69前後の高校及び県内の進学校の高校2年生（117校9,360名：県内20校1，600名，県外97校7，760名）
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【アンケート結果から見る高校生のニーズについて】

高校生全体（5,346名）として，新学部への進学に対して961名（全体の18％）が興味を抱いていることがわかる。また，「どちらともいえない」と回答した高校生1，342名（全体の25％）に対し

て，新学部の教育内容や特色，就職先等をアピールすることにより興味を抱かせこの層を取り込むことにより更に新学部への進学希望者が増加すると見込まれることから，学生確保については

問題ないと考えられる。

県内の高校生（1，249名）では，新学部への進学に対して254名（県内全体の20％）が興味を抱いていることがわかる。これは県内の高校生からも新学部に対する期待の裏付けとなり，進学

先の候補の一つとなり得ると考えられる。

県外の高校生（4，097名）では，新学部への進学に対して707名（県外全体の17％）が興味を抱いていることがわかる。これは県内の高校生とほぼ同様の比率であり，全国的に見ても新学部

への進学に対して興味を抱いていることがわかる。

961名

18.0％

254名

20.3％

707名

17.3％



２．男女別の比較
興味がある やや興味がある どちらともいえない あまり興味がない わからない

男子生徒 2,902名 137名 478名 775名 1,314名 198名

4.7% 16.5% 26.7% 45.3% 6.8%

女子生徒 2,444名 59名 287名 567名 1,357名 174名

2.4% 11.7% 23.2% 55.5% 7.1%

計 5,346名 196名 765名 1,342名 2,671名 372名

3.7% 14.3% 25.1% 50.0% 7.0%
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18.0％

【アンケート結果から見る高校生男女別によるニーズについて】

男子生徒（2，902名）で見ると，新学部への進学に対して615名（男子生徒全体の21％）が興味を抱いていることがわかる。また「どちらともいえない」と回答した男子生徒775名（26％）に対して

新学部の教育内容や特色，就職先等をアピールすることにより興味を抱かせ取り込むことができれば，男子生徒の約半数1，390名が進学先として興味を持つこととなる。

女子生徒（2，444名）で見ると，新学部への進学に対して346名（女子生徒全体の14％）が興味を抱いていることがわかる。これは男子生徒同様に「どちらともいえない」と回答した女子生徒567

名（23％）に対して新学部の教育内容や特色，就職先等をアピールし，更に“文理融合型”でかつ“資源に特化した文系カリキュラムを組む人材育成”のコースもあることの理解を促進することに

より，新学部への興味がもう少し増加すると思われ，進学先の候補となり得ると考えられる。
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346名

14.1％

961名

18.0％



３．志望別の比較
興味がある やや興味がある どちらともいえない あまり興味がない わからない

理系志望 2,886名 98名 410名 734名 1,436名 208名
3.4% 14.2% 25.4% 49.8% 7.2%

文系志望 2,394名 94名 346名 591名 1,210名 153名
3.9% 14.5% 24.7% 50.5% 6.4%

迷ってる 66名 4名 9名 17名 25名 11名
6.1% 13.6% 25.8% 37.9% 16.7%

計 5,346名 196名 765名 1,342名 2,671名 372名
3.7% 14.3% 25.1% 50.0% 7.0%
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【アンケート結果から見る志望別によるニーズについて】

理系志望生徒（2，886名）では，新学部への進学に対して508名（理系志望生徒全体の18％）が興味を抱いていることがわかる。また，「どちらともいえない」と回答した理系志望生徒734名

（25％）に対して新学部の教育内容や特色，就職先等をアピールすることにより興味を抱かせ取り込むことができれば，理系志望生徒全体で1，242名（43％）が進学先として興味を持つことと

なる。

文系志望生徒（2，394名）では，新学部への進学に対して440名（文系志望生徒全体の18％）が興味を抱いていることがわかる。理系志望生徒同様に新学部の教育内容や特色，就職先等

をアピールし，更に“文理融合型”でかつ“資源に特化した文系カリキュラムを組む人材育成”のコースもあることの理解を促進することにより，新学部への興味がもう少し増加し，進学先の候

補となり得ると考えられる。

【総括：アンケート結果全体から見る高校生のニーズについて】

進学先としての興味度が県内外別及び志望別問わず全体的に同じような比率構成となっていることがわかる。これは高校生の意識が全国的にほぼ変わらない

ことを示しており，「どちらともいえない」と回答した高校生に対して新学部の教育内容や特色，就職先等をアピールすることにより興味を抱かせ取り込むことがで

きれば，更に進学先として興味を持つ高校生が増加すると思われる。これらのことから，学生の確保については問題ないと考えられる。
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961名
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石油鉱業関係（9社） 22.2% 22.2% 22.2% 33.4% 100% 55.6% 11.1% 11.1% 22.2% 100% 55.6% 11.1% 11.1% 22.2% 100%

非鉄金属関係（8社） 12.5% 25.0% 37.5% 25.0% 100% 62.5% 12.5% 12.5% 12.5% 100% 62.5% 12.5% 25.0% 0.0% 100%

コンサルタント関係（5社） 20.0% 0.0% 0.0% 80.0% 100% 20.0% 20.0% 20.0% 40.0% 100% 40.0% 0.0% 0.0% 60.0% 100%

金属鉱業（4社） 0.0% 0.0% 25.0% 75.0% 100% 0.0% 25.0% 25.0% 50.0% 100% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 100%

資源系企業　小計(26社) 15.4% 15.4% 23.1% 46.1% 100% 42.3% 15.4% 15.4% 26.9% 100% 46.2% 7.7% 19.2% 26.9% 100%

採用に前向きな企業の割合 53.9% 73.1% 73.1%

国際協力関係（2社） 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 100% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 100% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 100%

商社（2社） 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 100% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 100% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 100%

銀行（2社） 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 100% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 100% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 100%

製鉄（１社） 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100%

プラント（1社） 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100%

シンクタンク（1社） 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100%

運輸（1社） 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100%

家電（1社） 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100%

出版社（1社） 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100%

その他（資源戦略研究会）（1社） 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100%

計（39社） 12.8% 10.3% 28.2% 48.7% 100% 30.8% 10.3% 20.5% 38.4% 100% 35.9% 7.7% 25.6% 30.8% 100%

採用に前向きな企業の割合 51.3% 61.6% 69.2%

【アンケート回答企業一覧】

【　集計　】国際資源学部卒業者の採用について　企業からのニーズ分析　（アンケート結果）

業種

資源政策コース 資源地球科学コース 資源開発環境コース

業種 会社名 業種 会社名 業種 会社名

石油鉱業関係 石油連盟 非鉄金属関係 三井金属鉱業㈱ 商社 双日㈱
石油鉱業関係 JX日鉱日石開発㈱ 非鉄金属関係 太平洋セメント㈱ 商社 住友商事㈱

石油鉱業関係 日本海洋掘削㈱ プラント 東洋エンジニアリング㈱ 国際協力関係 日本鉱業協会
石油鉱業関係 出光オイルアンドガス開発㈱ コンサルタント関係 住鉱資源開発㈱ 国際協力関係 独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）
石油鉱業関係 ジャパン石油開発㈱ コンサルタント関係 ジオテクノス㈱ 銀行 ㈱秋田銀行
石油鉱業関係 ㈱富士ボーリング コンサルタント関係 日本物理探鑛㈱ 銀行 ㈱北都銀行
石油鉱業関係 ㈱日さく コンサルタント関係 ㈱ダイヤコンサルタント シンクタンク ㈱野村総合研究所
石油鉱業関係 石油資源開発㈱ コンサルタント関係 三菱マテリアルテクノ㈱ 出版社 ㈱講談社
石油鉱業関係 伊藤忠テクノソリュージョンズ㈱ 金属関係 日鉄鉱コンサルタント㈱ 資源戦略研究会メンバー（資源エネルギー庁） 信越化学工業㈱
非鉄金属関係 三菱マテリアル㈱ 金属関係 小坂製錬㈱

非鉄金属関係 JX日鉱日石㈱ 金属関係 太平洋金属㈱

非鉄金属関係 古河機械金属㈱ 金属関係 住友軽金属工業㈱

非鉄金属関係 DOWAメタルマイン㈱ 製鉄 ㈱神戸製鋼所

非鉄金属関係 東邦亜鉛㈱ 運輸 川崎汽船㈱
非鉄金属関係 住友金属鉱山㈱ 家電 シャープ㈱



【主要資源系企業　業種別】
１．石油鉱業関係

２．非鉄金属関係
　非鉄金属関係企業(8社)からの回答によると、資源地球科学コースおよび資源開発環境コースでは62.5％が「採用
を希望する」と回答し、非常に高い人材のニーズがある。「検討する」までと合計すると採用に前向きな企業の割合
は、資源開発環境コースでは100％、資源地球科学コースでは87.5％、資源政策コースでも75％に上っている。この
ことから、国際資源学部卒業生の進路として大きな受け皿となることが期待できる。

・資源開発環境では採用ニーズが100％に到達

・総じて高い採用ニーズ、特に地質調査等技術系人材に逼迫した需要がある
・資源政策、資源地球科学においても採用検討までが75％を超える高い評価

石油鉱業関係企業(9社)からの回答によると、資源地球科学コースおよび資源開発環境コースにおいて「採用を希望
する」企業はいずれも77.8％となっており、強い人材ニーズが示された。いずれのコースでも「採用を希望する」「採用
する方向で考える」「採用について検討する」を合計すると、採用に前向きである企業の割合は65％を超えている。こ
のことから、この業界の企業が国際資源学部卒業生の採用に非常に前向きであることがわかる。

・資源政策にはまんべんなく採用ニーズあり
・いずれのコースにも65％を超える高い採用ニーズがある

・資源地球科学、資源開発環境には半数以上が最も高い採用意欲を示した
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３．コンサルタント関係

４．金属鉱業関係
・資源地球科学と資源開発環境に対し50.0％の採用ニーズあり 金属鉱業関係企業（４社）からの回答によると、資源地球科学コースおよび資源開発環境コースにおいて「採用につ

いて検討する」までの回答を行った企業が全体の50.0％の割合を示した。資源政策コースにおいては採用について
前向きと応えた企業は全体の25.0％の割合であった。現時点では金属鉱業関連においては学部卒レベルの人材需
要は低位であるが、この業種の主な事業の一つである製錬等の技術を持つ人材に対しては、今後大学院卒レベル
を含めて検討・需要が高まることが予想される。

・現時点では需要は低位だが、製錬等の金属鉱業に直結する知識・技術は今
後大学院卒レベルも含めて需要は高まる可能性がある

コンサルタント系企業（5社）からの回答によると、「採用について検討する」までの採用に前向きな回答をした企業の
割合は資源地球科学コースでは60％に達した。当該コースの卒業生が身につける技術は高く評価されている。ま
た、資源開発環境コースにおいて「採用を希望する」と強い採用意欲を示した企業の割合は40％と、企業によって資
源開発技術の分野に強い人材の需要がある。資源政策コースにおいては、同じく「採用を希望する」と強い採用意欲
を示した企業の割合は20％と文系分野の人材にも5社に1社の割合で積極的採用を見込めると考えられる。

・採用に前向きな企業が60％と最も多かったのは資源地球科学
・資源開発環境に対し40％の企業で強い採用ニーズあり
・資源政策に対しても５社に１社の割合で採用検討可能性あり
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採用について検討する

採用は

考えない・

わからない

採用を

希望する

40.0%

採用する方向で

考える 0.0%
採用について検

討する 0.0%

採用は

考えない・

わからない 60.0%

コンサルタント関係：資源開発環境コース

採用を

希望する

採用する方向で考える

採用について検討する

60.0% 40.0％20.0％

採用を

希望する

0%

採用する方向で

考える

0%

採用について検

討する

25%

採用は

考えない・

わからない

75%

金属鉱業関係：資源政策コース
採用を

希望する

採用する方向で考え

る

採用について検討す

る

採用は

考えない・

わからない

25.0％

採用を

希望する

0%
採用する方向で

考える

25%

採用について検

討する

25%

採用は

考えない・

わからない

50%

金属鉱業関係：資源地球科学コース
採用を

希望する

採用する方向で考え

る

採用について検討す

る

採用は

考えない・

わからない50.0％

採用を

希望する

0%

採用する方向で

考える

0%

採用について検

討する

50%

採用は

考えない・

わからない

50%

金属鉱業関係：資源開発環境コース
採用を

希望する

採用する方向で考え

る

採用について検討す

る

採用は

考えない・

わからない50.0％



【資源系企業　小計】(26社)

【アンケート総計】(全39社)

〇採用に前向きな企業割合は回答を得た企業全体の61.6％ 〇採用に前向きな企業割合は回答を得た企業全体の69.2%

＜　総括　＞

〇採用に前向きな企業割合は回答を得た企業全体の51.3％
〇資源系以外の業種を合わせても過半数で人材需要あり 〇資源系以外の業種と合わせても3社に２社の割合で需要あり 〇資源系以外の業種と合わせても7割と高い人材需要あり

資源政策コースを卒業する学生に対し、「採用を検討する」として採用に
前向きな企業の割合は53.9％であった。資源系業界からのニーズは全体
の過半数を超えており、資源系業界を志望する文系学生にとって当該
コース履修は大きな強みとなると言える。

〇採用に前向きな企業の割合は全体の53.9％
〇文系人材についても安定した採用ニーズあり

資源開発環境コースを卒業する学生に対し、「採用を希望する」および
「採用する方向で考える」と回答した企業は53.9％であった。「採用につ
いて検討する」とした企業と合わせると73.1％に達しており、資源業界に
おいては全体の４社に３社の高い割合で当該コース履修生の積極的な
採用が見込め、強い人材ニーズがあると言える。

〇採用に前向きな企業の割合は全体の73.1％
〇資源業界の４分の３に迫る多くの企業で積極的な採用ニーズあ

資源地球科学コースを卒業する学生に対し、「採用を希望する」および「採用す
る方向で考える」と回答した企業は57.7％であった。「採用について検討する」と
した企業と合わせると73.1％に達しており、資源業界においては全体の４社に３
社の高い割合で当該コース履修生の採用が見込め、強い人材ニーズがあると
言える。

〇採用に前向きな企業の割合は全体の73.1％
〇資源業界の多くの企業において強い人材育成需要がある

※石油鉱業関係、非鉄金属関係、コンサルタント関係、金属鉱業関係の4業種

〇資源地球科学コースと資源開発環境コースにおいては「採用を希望する」として積極的採用を望む企業は3社に1社の割合を超過。
　→資源開発における上流から下流に至る専門的技術を持つ人材のニーズは、資源系業界をはじめとして他の業種を含めても相当数あることが見込まれる。
〇資源政策コースは、これまで日本の大学・学部には無かった“文系分野の学問系統から多角的に資源戦略に資する人材育成を行う”新しいコンセプトを持つコース設定。
　→構想中段階では人材の能力を評価しにくいことを加味しても、文系資源人材の育成に対しても資源系業界を始めとして社会的な期待があるためと考えられる。

回答を得た企業全体のうち「採用を希望する「採用する方向で考える」「採用について検討する」として採用に前向きな姿勢を示す企業がいずれのコースにおいても全体の過半数を超過している。　以上のこと
から、今回行われた企業へのアンケート調査により国際資源学部が取り組む文理融合型グローバル資源人材に対する採用側ニーズは確保できると考えられる。

採用を

希望する 12.8%

採用する方向で

考える 10.3%

採用について検

討する 28.2%

採用は

考えない・

わからない

48.7%

総計：資源政策コース

採用を

希望する

採用する方向で考える

採用について検討する

採用は

考えない・

わからない

採用を

希望する 30.8%

採用する

方向で考

える 10.3%

採用について検

討する 20.5%

採用は

考えない・

わからない 38.4%

総計：資源地球科学コース

採用を

希望する

採用する方向で考える

採用について検討する

採用は

考えない・

わからない

採用を

希望する 35.9%

採用する方向で

考える 7.7%

採用について検

討する 25.6%

採用は

考えない・

わからない 30.8%

総計：資源開発環境コース

採用を

希望する

採用する方向で考える

採用について検討する

採用は

考えない・

わからない

採用を

希望する 46.2%

採用する方向

で考える 7.7%

採用について検

討する 19.2%

採用は

考えない・

わからない 26.9%

資源系企業小計：資源開発環境コース

採用を

希望する

採用する方向で考える

採用について検討する

採用は

考えない・

わからない

採用を

希望する 42.3%

採用する方向で

考える 15.4%

採用について検

討する 15.4%

採用は

考えない・

わからない 26.9%

資源系企業小計：資源地球科学コース
採用を

希望する

採用する方向で考える

採用について検討する

採用は

考えない・

わからない

採用を

希望する 15.4%

採用する方向で

考える 15.4%

採用について検

討する 23.1%

採用は

考えない・

わからない

46.1%

資源系企業小計：資源政策コース
採用を

希望する

採用する方向で考える

採用について検討する

採用は

考えない・

わからない53.9％

73.1％
73.1％

69.2％
61.6％

51.3％
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１年次 ２年次 ３年次 ４年次

卒

業

教養基礎
教育科目

初年次ゼミ

主題別科目
現代社会
人間と文化
科学の探究
生活と保健
地域社会
技能の活用

基礎科目

国際資源外交史
異文化コミュニケーション
資源開発と人権問題
基礎資源経済学
日本の国際協力
基礎数学
基礎物理学
基礎化学
基礎物理学実験
基礎化学実験

学部共通
科 目

資源開発環境学概論

卒

業

課

題

研

究

鉱物学 岩石学 構造地質学 金属鉱床学

地史学 古環境解析学 石油地質学 等

資源地球科学コース専門科目

岩盤工学 油層工学 物理探査学 地熱工学

リサイクル・廃水処理工学 製錬プロセス工学 等

資源開発環境コース専門科目

国際資源学部 カリキュラム概要図

Intensive‐English for Academic Purposes 

ディスカッション演習

ディベート演習

プレゼンテーション技法

●資源を学ぶ上で基礎となる知識を修
得する

グローバル資源人材の基礎となる
総合的な英語力を身に付ける

全
学
生
が
地
質
巡
検
、
鉱
山
・
製
錬
所
・
リ
サ
イ
ク
ル
施
設
を
訪
問

（集中大学英語）

資源政策論 国際情勢分析論 鉱業法 資源動向論

エネルギー地政学 資源環境経済学 資源地域研究 等

資源政策コース専門科目

全

学

生

必

修

●海外における実践的な学びにより，世界の資源フィール
ドで活躍するための多角的な視野を身に付ける

●専門性を高め，卒業課題研究で取り組むテーマを明確
にする

●学部共通科目で学んだ資源の基礎的知識を基盤と
して，各コースの専門に関連する分野を発展的に理解
する

国際資源クリエイティブ演習
（海外資源フィールドワークのための事前事後学習）

地球科学概論

資源地質学概論

アクティブ
ラーニングの

促進

必
修

国際関係論概論

資源地域社会学概論



後期

概要
 秋田県内等の資源系事業所（石油、製錬，地熱

発電所，鉱山関連施設など）の見学および地質
巡検（男鹿および小坂・大館地域など）を数日間
で行う。

 実習地域は，いくつか設定された中から学生の
希望により選定する。

 地学現象と人類の社会，生活とが密接に関わっ
ていることを全身で感じて理解することができる。

 専門科目群を学ぶ意義を見出し，能動的な学び
につなげることができる。

資源学実習

３年次前期後期

概要
（目的）

 議論の中で意見の相違を認めつつ全体の合意形成
を効率良く行うことを学ぶ。

 情報にはバイアスがかかっている可能性を知る。そ
れを踏まえ，批判的に読み取る必要性を学ぶ。

（実施方法）

1. 少人数のグループに分かれ，テーマに沿った調査
を行う。

2. 目標に向けて個々の意見を出し合い，議論を経て
集約する作業を行う。

3. 集めた情報に対して批判的視点で分析する。

4. 終盤には各グループの検討結果を発表する。グ
ループ外からの異なる意見に対してディフェンスす
る力を伸ばす。

（主な題材）
 メディアで話題となっている時事問題を取り上げる。

 各自の意見を表現する能力，異なる意見を認めつつ
も集約する能力，外部の質疑に応答する能力を向上
する。

 クリティカル・シンキング能力を強化できる。

 英語による論理的な思考力，記述力，口頭発表力を
身に付けることができる。

ディスカッション演習

概要
（目的）

 事実やデータに基づいて，自説を論理的に説得す
る方法を学ぶ。

 議論の組み立て方，準備の方法，基本的な態度に
ついて学ぶ。交渉術の初歩を知る。

（実施方法）

1. 各コースの学生が混ざった少人数のグループに
分かれ，ディベートを行うために必要なデータを集
める等準備を進める。

2. 各グループが賛成派と反対派に分かれ，それぞ
れに自説が正しいことを伝えるための説得的な方
法を考える。

3. 事前に相手からの質問を想定し，自説の弱さも検
討し，相手側の追求に対して反論する準備を行う。

（主な題材）
 メディアで話題となっている時事問題を取り上げる。

 論理的に考えを組み立ててそれを発表する能力，
相手の議論を聞き取りながら反論ができる能力を
高める。

 各コースからのメンバーが１つのグループになるこ
とによって，それぞれがもつ専門知識を活かしなが
らチームとして動く際の役割を学ぶことができる。

ディベート演習

カリキュラム上の位置付け

３年次後期に履修する「海外資源フィールドワーク」に
向けた準備学習として，英語で自分の意見を述べ，コ
ミュニケーションを行う能力を養成する。

１年次前期

教育効果

国際資源学部 実習や演習を重視した学生参加型授業

教育効果 教育効果

２年次前期

1単位
授業言語：英語 / 1単位

カリキュラム上の位置付け

３年次後期に履修する「海外資源フィールドワーク」に
向けた準備学習として，英語で自分の意見を述べ，コ
ミュニケーションを行う能力を養成する。

秋 田 県

カリキュラム上の位置付け

鉱物資源・エネルギー資源を生成する地質現象を実
地に学ぶとともに，資源生産の現場を経験し，今後
の専門科目履修の動機付けを行う。 自分の意見を論理的に述べ，議論を集約する能力の向上

授業言語：英語 / 1単位

事実やデータに基づき相手を説得できる交渉力の醸成

①
② ③

④ ⑤
⑥

⑧ ⑦

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

実習候補地

①小坂製錬
②北鹿黒鉱
③大館ｴｺﾀｳﾝﾘｻｲｸﾙ関
連施設
④十和田石採掘
⑤尾去沢鉱山
⑥阿仁鉱山
⑦大沼澄川地熱発電所
⑧男鹿半島標準層序
⑨旧荒川鉱山関連施設
⑩八橋油田
⑪由利原油ガス田
⑫院内銀山
⑬旧吉乃鉱山廃水処理場
⑭上の岱地熱発電所
⑮旧松尾鉱山廃水処理施
設（岩手県）
⑯北上石灰（岩手県）⑯

⑮

実感を伴った地質現象の理解と専門科目履修に
向けた学習意義の意識化



概要
（目的）

 自分の考えを効果的に発信するための基礎
を学び実践する。

（実施方法）
1. 学生一人一人がテーマを設定する。

2. レジュメのまとめ方と書き方，発表資料・ス
ライドの作成方法，プレゼン時の姿勢・発声
について学び，何度もの実演を重ねる。

3. 評価票により自己評価及び学生同士の相
互評価を実施し，基本を押さえながら個性を
生かしたプレゼンテーション力を身につける。

 自分の意見の発言力を高める方法を体得す
る。

 レジュメの書き方やまとめ方，pptの使い方，

声のトーン，態度など，総合的な技能を獲得
することができる。

３年次後期 ４年次

 フィールドワークが単なる見学という受け身の姿勢ではなく，自らが主体的に取り組む姿勢を身に付けることができる。
 具体的な目標を立て，工程表の作成（スケジューリング）ができる。
 実施後の報告書とプレゼンテーションにより，それらの技法だけではなく，社会的な責任感を自覚できる。

国際資源クリエイティブ演習

概要 １～２ヶ月の海外におけるフィールドワークを全学生必修とする。

 自らの専門性を土台に，海外の資源関連の動向を把握し，学術知識を実際問題へ活用する能力を養うことができる。
 異文化社会における適応力，共存力を育成することができる。

カリキュラム上の位置付け

３年次後期に履修する「海外資源フィールドワー
ク」に向けた準備学習として，英語で自分の意見
を述べ，コミュニケーションを行う能力を養成する。

また，卒業研究の発表のための準備学習として
も位置付けられる。

海外資源フィールドワーク

フィールドワーク
エリアの選択

学生の専門，希望する進路
等を考慮し，決定する

訪問先への依頼・連絡

学生が英語で依頼文書を作
成

教員による業種毎の
オリエンテーション

それぞれの専門分野に関し
て実習で学ぶべき事項につ
いてレクチャー

各自の事前学習

各自がフィールドワークを
行なう事業所等について
事前の学習を行う

鉱山企業
Erdenet鉱山（モンゴル）/ Chattree鉱山（タイ）/ Batu Hijau鉱山（インドネシア）等

【実施例】 crashing,mining,separation,shipping,financing,environment,human resource 等あらゆる部門を２週間程
度でまわり，資源開発における上流から下流までの流れを経験するインターンシップを行う。

石油関連企業
テキサス油田群,メキシコ湾（INPEXヒューストン事務所）等

【実施例】 事業所の見学と現地大学との巡検をパッケージで実施

リサイクル
関連企業

中国・タイのリサイクル資源回収施設（アジア地域，DOWA等関連施設）

【実施例】 事業所および主要施設の見学と技術調査，課題発掘等の現地調査活動

商社・
国際協力機関

JICA等

【実施例】 現地調査への同行，プロジェクトの補助活動

フィールドワーク
実施

報告書作成

実習内容をまとめ，英語で報告書を作成し，
実習先の事業所へ提出

報告会実施

学内で実習内容をまとめたプレゼン
テーションを実施

事 後 学 習

カリキュラム上の位置付け

「海外資源フィールドワーク」のための事前事後指導学習とし
て，フィールドワークの目的を理解し意義あるものにする。

事 前 学 習

教育効果

教育効果

教育効果

専門プレゼンテーション技法
1単位

4単位

カリキュラム上の位置付け
３年次前期までに得た知識を基礎として，資源開発と関係諸国における課題を理解し解決する実践的能力を身に付ける。

授業言語：英語 / 1単位

臆することなく実社会や学会発表で通用する
プレゼンテーション力の向上

フィールドワークに向けた主体性の確立／実施後の学習目標・キャリアプランの明確化

実社会が求める人材について理解し，学術知識を活用して実際に行動できる実践力を修得



National Geographic誌の短い記事を多数読解し，自
然系および社会系の語彙を増やす。

オーディオビジュアル教材を用いて、音声による単
語の記憶を促進。
語彙の定着を図るため毎回小テストを実施する。

I‐EAPⅠ
【修得技能】 語彙力及び読解力（多読）

集中大学英語「I‐EAP」における段階的な到達目標と修得技能

政治，社会，経済，国際問題に関わる多様な時事
的トピックの記事を短時間で大量に読み，さらに語
彙を増やし，オーディオビジュアル教材を用いて、音
声による単語の記憶を促進。語彙の定着を図るた
め毎回小テストを実施する。

I‐EAPⅡ
【修得技能】 語彙力及び読解力（速読）

Ⅰ,Ⅱで習得した語彙，文法を活用し，エネルギー問

題等のトピックについての言説を視聴，話者の意見
や主張することが何であるかを理解するストラテ
ジーを習得する。多くのオーディオビジュアルの資
料に触れ、述べられていることについて考察し，自
分で意見を構築し，主張できるようにする。

I‐EAPⅢ
【修得技能】 聴解力

エッセイを構成するパラグラフの構造を把握し，そ
れに基づいてエッセイを書く。パラグラフのフォー
マット，主題文, 支持文, および結部の定義を把握し
この構造で書く訓練をしていく。最終的には，パラグ
ラフを統合し，一つのエッセイ（学術論文を含む）を
書けるようにする。I-EAPⅤのプレゼンテーションの
ための原稿作りを行う。

I‐EAPⅣ
【修得技能】 ｱｶﾃﾞﾐｯｸ・ﾗｲﾃｨﾝｸﾞ（書記技能）

自分の研究を英語で論じることができるようにするこ
とに加え，提示されたエッセイやオーディオビジュアル
資料に対しクリティカル・シンキングができるようにす
る。専門科目を英語で学び，理解し，また批判的にも
表現できるようにするのがこのコースの最終ゴールで
ある。

I‐EAPⅥ
【修得技能】 話技能（４技能の総合）

Ⅰ,Ⅱで発展させてきた語彙，文法，Ⅳで学んだレト

リックを駆使し，パワーポイントを使いながら自己のロ
ジックを論じ，研究のプロセスや専門知識をプレゼン
テーションという形で再生できるようにする。自分の専
門に近いトピックを選び，自己の思考，考察，研究を，
エッセイ・ライティングのフレームの中で明快かつ面白
くプレゼンテーションができるように学ぶ。

I‐EAPⅤ
【修得技能】ｱｶﾃﾞﾐｯｸ・ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ（発信技能）

語彙力及び読解力
（多読）

語彙力及び読解力
（速読）

１ 年 次 ＜ 前 期 ＞

500

600

700 TOEIC
650点
TOEIC
650点

１ 年 次 ＜ 後 期 ＞ ２ 年 次 ＜ 前 期 ＞

TOEICｽｺｱ

聴解力
ｱｶﾃﾞﾐｯｸ・ﾗｲﾃｨﾝｸﾞ

（書記技能）

ｱｶﾃﾞﾐｯｸ・ﾌﾟﾚｾﾞﾝ
ﾃｰｼｮﾝ（発信技能）

話技能
（４技能の総合）

Reading読む Reading Listening聞く Listening Writing書く Writing Speaking話す Speaking Presentationﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ Presentation

入学時

500点
入学時

500点

TOEIC
550点
TOEIC
550点

TOEIC
600点
TOEIC
600点



I-EAPⅠ・Ⅱ

基礎となる語彙
の増加と読解
力を強化する

TOEIC550
I-EAPⅢ・Ⅳ

聞き取り能力を
強化し内容を理
解して論じ合う
能力を高める

アカデミックライ
ティングの基礎

を学ぶ

TOEIC600
I-EAPⅤ・Ⅵ

ｱｶﾃﾞﾐｯｸﾌﾟﾚｾﾞﾝ
ﾃｰｼｮﾝ能力を
修得する

総合発信力を養
う

TOEIC650

ﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ
演習

自分の意見を論
理的に述べ議論
を集約する能力

の向上

TOEIC730

ﾃﾞｨﾍﾞｰﾄ
演習

事実やデータ
に基づき相手
を説得できる
交渉力の醸成

１ 年 次 ２ 年 次 ３ 年 次 ４ 年 次

TOEICｽｺｱ

資源地球科学
文献講読Ⅰ

資源地球科学
文献講読Ⅱ

資源開発環
境文献講読

交渉力の強化

読解力・記述力の強化

専門ﾌﾟﾚｾﾞﾝ
ﾃｰｼｮﾝ技法発信力の強化

英語によるコミュニケーション能力強化のための英語教育カリキュラムと到達目標

卒業時

500

600

700

800

前 期

卒業課題研究

全編英語による
卒業論文の執筆

TOEIC
800

海
外
資
源
フ
ィ
ー
ル
ド
ワ
ー
ク

前 期 前 期 前 期後 期 後 期 後 期 後 期

集中大学英語（I-EAP）による
個別技能の強化

TOEIC
500

入学時
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国立大学法人秋田大学職員就業規則

平成16年４月１日

規 則 第 ５ ０ 号

第１章 総 則

（目的）

第１条 この就業規則（以下「規則」という。）は，労働基準法（昭和22年法律第49号。以下「労

基法」という。）第89条の規定により，国立大学法人秋田大学（以下「大学」という。）に勤務

する職員（以下「職員」という。）の就業に関して，必要な事項を定めることを目的とする。

（職員の種類）

第２条 職員の種類は，次のとおりとする。

一 事務系職員（主に事務，図書，労務に従事する者）

二 技術系職員（主に技術（医療系技術を除く。）， 技能に従事する者）

三 教育系職員（主に教育，研究，診療に従事する者）

四 医療系職員（主に薬剤，看護，検査，医療系技術に従事する者）

五 非常勤職員（前各号の一に該当し常時勤務を要しない者）

六 外国人研究員

七 特任教員

八 寄附講座等教員

九 特別教員

２ この規則は，前項第１号から第４号までに掲げる職員に適用し，第５号から第９号までに掲げ

る職員の就業については，別に定める。

（権限の委任）

第３条 学長は，この規則に規定する権限の一部を他の職員に委任することができる。

（法令との関係）

第４条 この規則に定めのない事項については，労基法，その他の関係法令及び諸規程の定めると

ころによる。

（就業規則の遵守）

第５条 大学及び職員は，この規則を遵守し，誠実に各々その義務を履行しなければならない。

第２章 採用・離職等

第１節 通 則

（欠格条項）

第６条 次の各号の一に該当する者は，大学の職員に就く能力を有しない。

一 成年被後見人又は被保佐人
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二 禁錮以上の刑に処せられ，その執行を終わるまで又は執行を受けることがなくなるまでの者

三 懲戒解雇又は免職を受け，当該解雇又は免職の日から２年を経過しない者

四 日本国憲法施行の日以後において，日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊する

ことを主張する政党その他の団体を結成し，又はこれに加入した者

第２節 採 用

（採用）

第７条 事務系職員及び技術系職員の採用は，競争試験又は選考による。

２ 教育系職員及び医療系職員の採用は，選考による。

（労働条件の明示）

第８条 職員の採用に際しては，採用しようとする職員に対し，あらかじめ，次の事項を記載した

文書を交付するものとする。

一 労働契約の期間に関する事項

二 就業の場所及び従事すべき職務に関する事項

三 始業及び終業の時刻，所定労働時間を超える労働の有無，休憩時間，休日並びに休暇に関す

る事項

四 給与に関する事項

五 退職に関する事項

（試用期間）

第９条 新たに採用された職員は，採用の日から６か月間の試用期間を置く。ただし，学長が必要

と認めたときは試用期間を短縮し，又は置かないことがある。

２ 学長は，試用期間中又は試用期間満了の際，引き続き職員として勤務させることが不適当と認

められる者を，解雇することができる。

３ 試用期間は勤続年数に通算する。

第３節 評 価

（人事評価）

第９条の２ 職員の人材育成を図るため，人事評価を実施する。

２ 前項の人事評価の実施に関し，必要な事項は別に定める。

第４節 昇任及び降任等

（昇任）

第10条 職員の昇任は，選考による。

２ 前項の選考は，その職員の勤務実績に基づいて行う。

３ 前条の規定は，昇任した職員について準用する。この場合において，同条第１項中「新たに採

用された」とあるのは「昇任した」と，「採用の日」とあるのは「昇任の日」と，同条第２項中

「解雇する」とあるのは「昇任前の職に就かせる」と読み替えるものとする。

（降任等）

第11条 職員が，次に掲げる場合においては，これを降任又は降給することができる。
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一 勤務実績がよくない場合

二 心身の故障のため職務の遂行に支障がある場合

三 その他その職に必要な適格性を欠く場合

第５節 異 動

（異動又は出向）

第12条 職員は，業務上の必要により就業する場所若しくは従事する職務を変更され又は出向を命

ぜられることがある。

２ 前項の規定により異動又は出向を命ぜられた職員は，正当な理由がない限り拒むことはできな

い。

３ 前項の出向について必要な事項は，別に定める「国立大学法人秋田大学職員の出向に関する規

程」による。

第６節 休 職

（休職）

第13条 職員が，次の各号の一に該当する場合には，これを休職にすることができる。

一 心身の故障のため，長期の休養を要する場合

二 刑事事件に関し起訴された場合

三 職務に関連があると認められる学術に関する研究又は指導に従事する場合

四 共同して行う研究，又は国の委託を受けて行われる研究に従事する場合

五 研究成果活用企業の役員（監査役を除く。），顧問又は評議員の職を兼ねる場合において，

大学の職務に従事することができないとき。

六 国際機関，外国政府の機関等からの要請に基づいて職員を派遣する場合

七 水難，火災その他の災害により，生死不明又は所在不明となった場合

八 削除

九 労働組合の業務に専従する場合

十 その他特別の事情があり，学長が休職を相当と認める場合

２ 第９条第１項の規定による試用期間中の職員については，前項の規定を適用しない。

（休職の期間）

第14条 前条第１項第１号，第３号から第５号まで，第７号及び第10号の休職の期間は，必要に応

じ，いずれも３年を超えない範囲内で学長が定める。この休職の期間が３年に満たない場合にお

いては，休職した日から引き続き３年を超えない範囲内において，これを更新することができる。

２ 前条第１項第２号の休職の期間は，その事件が裁判所に係属する期間とする。

３ 前条第１項第６号及び第９号の休職の期間は，必要に応じ，いずれも５年を超えない範囲内で

学長が定める。この期間が５年に満たない場合においては，休職した日から引き続き５年を超え

ない範囲内において，これを更新することができる。

４ 前条第１項第３号から第５号までの休職期間が引き続き３年に達する際，特に必要があると学

長が認めたときは，２年を超えない範囲内において，休職の期間を更新することができる。この

更新した休職の期間が２年に満たない場合においては，学長は，必要に応じ，その期間の初日か

ら起算して２年を超えない範囲内において，再度これを更新することができる。

５ 学長は，特に必要があると認めたときは，第１項の規定にかかわらず，前条第１項第４号の休

職の期間を３年を超え５年を超えない範囲内において定めることができる。この休職の期間が５
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年に満たない場合においては，学長は，必要に応じ，休職した日から引き続き５年を超えない範

囲内において，これを更新することができる。

６ 前２項の規定による前条第１項第４号の休職及び第５項の規定による前条第１項第５号の休職

の期間が引き続き５年に達する際，やむを得ない事情があると学長が認めたときは，必要に応じ，

これを更新することができる。

（休職の手続）

第15条 職員を休職する場合には，事由を記載した説明書を交付して行うものとする。ただし，職

員からの同意書の提出があったときは，この限りでない。

（復職）

第16条 学長は，第13条第１項各号に掲げる休職事由が消滅したと認めた場合には，職務に復職さ

せるものとする。なお同条第１項第１号に該当して休職されている職員の休職期間満了前の復職

は，原則として医師の診断の結果に基づいて行うものとする。

２ 前項の場合，学長は，心身の条件その他を考慮し，休職前の職務以外の職務に就かせることが

ある。

（休職中の身分等）

第17条 休職者は，職員としての身分を保有するが，職務に従事しない。

２ 休職者は，その休職の期間中，給与を受けない。ただし，「国立大学法人秋田大学職員給与規

程」に定めるところにより，給与を受ける場合がある。

第７節 退職及び解雇

（退職）

第18条 職員は，次に掲げるときは，退職し，職員としての身分を失う。

一 退職を願い出て学長から承認されたとき。

二 定年に達したとき。

三 期間を定めて雇用されている職員が，その期間を満了したとき。

四 第14条に規定する休職期間が満了し，休職事由がなお消滅しないとき。

五 大学の役員に就任したとき。

六 死亡したとき。

（自己都合による退職）

第19条 職員は，自己の都合で退職しようする場合は，退職を希望する日の30日前までに，退職願

を提出しなければならない。ただし，やむを得ない事由により30日前までに退職願を提出できな

い場合は，14日前までにこれを提出しなければならない。

２ 職員は，退職願を提出しても，退職するまでは職務に従事しなければならない。

（定年）

第20条 職員は，定年に達したときは，定年に達した日以後における最初の３月31日（以下「定年

退職日」という。）に退職するものとする。

２ 前項の定年は，満60歳とする。ただし，次の各号に掲げる職員の定年は，当該各号に定める年

齢とする。

一 教育系職員（附属学校教員を除く。） 満65歳
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二 削除

三 施設の監視その他の労務に従事する者 満63歳

（定年による退職の特例）

第21条 定年に達した職員（教育系職員を除く。）が前条の規定により退職すべきこととなる場合

において，その職員の職務の特殊性又はその職員の職務の遂行上の特別の事情からみてその退職

により業務の運営に著しい支障が生ずると認められる十分な理由があるときは，同条第２項の規

定にかかわらず，その職員に係る定年退職日の翌日から起算して１年を超えない範囲内で期限を

定め，その職員を当該職務に従事させるため引き続いて勤務させることができる。

２ 前項の期限又はこの項の規定により延長された期限が到来する場合において，前項の事由が引

き続き存すると認められる十分な理由があるときは，１年を超えない範囲内で期限を延長するこ

とができる。ただし，その期限は，その職員に係る定年退職日の翌日から起算して３年を超えな

い範囲内で更新することができる。

（再雇用）

第22条 第20条の規定により退職した者又は前条の規定により勤務した後退職した者の再雇用につ

いては，「国立大学法人秋田大学職員の再雇用に関する規程」による。

（任期付雇用）

第23条 任期を付して雇用される職員の任期に関する事項は，別に定める。

（当然解雇）

第24条 職員が第６条のいずれかに該当するに至った場合は，これを解雇する。

（解雇）

第25条 職員が，次に掲げる場合においては，これを解雇することができる。

一 勤務実績が著しくよくない場合

二 心身の故障のため職務の遂行に著しい支障があり，又はこれに堪えない場合

三 その他その職に必要な適格性を著しく欠く場合

四 経営上又は業務上やむを得ない事由が生じた場合

（解雇の制限）

第26条 前条の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当する期間は解雇しない。ただし，第

１号の場合において療養開始後３年を経過しても負傷又は疾病がなおらず労基法第18条の規定に

よって打切補償を支払うときは，この限りでない。

一 業務上負傷し，又は疾病にかかり療養のため休業する期間及びその後30日間

二 産前産後の女性職員が，労基法第65条の規定により休業する期間及びその後30日間

（解雇予告）

第27条 第25条の規定により職員を解雇するときは，30日前までに予告するか，又は平均賃金の30

日分以上の解雇予告手当を支払わなければならない。ただし，試用期間中の職員（14日を超えて

引き続き雇用された者を除く。）を解雇するときは，この限りでない。

（退職証明書）

第28条 学長は，退職し又は解雇された職員が，退職証明書の交付を希望した場合は，遅滞なくこ
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れを交付する。

２ 前項の証明書に記載する事項は次のとおりとする。ただし，証明書には，退職又は解雇された

職員の請求しない事項を記入してはならない。

一 雇用期間

二 職務の種類

三 当該事業における地位

四 給与

五 退職の事由又は解雇の事由

第３章 給与等

（給与）

第29条 職員の給与については，別に定める「国立大学法人秋田大学職員給与規程」による。

（退職手当）

第30条 職員が退職又は死亡した場合に支給する退職手当については，別に定める「国立大学法人

秋田大学職員退職手当規程」による。

第４章 服 務

（誠実義務）

第31条 職員は，大学の業務の公共性を自覚し，誠実に職務を遂行しなければならない。

（職務専念義務）

第32条 職員は，この規則又は関係法令の定める場合を除いては，大学がなすべき責を有する職務

に専念しなければならない。

（職務専念義務免除期間）

第33条 職員は，次の各号の一に該当するときは，前条に規定する職務専念の義務を免除される。

一 勤務時間内に組合交渉に参加することを承認された期間

二 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和47年法律第113

号。以下「均等法」という。）第12条の規定に基づき，勤務時間内に保健指導又は健康診査を

受けることを承認された期間

三 均等法第13条の規定に基づき，通勤緩和，休憩又は休業により勤務しないことを承認された

期間

四 その他学長が必要と認めた期間

（遵守事項）

第34条 職員は，次に掲げる行為を行ってはならない。

一 職務を遂行するに際し，法令，この規則若しくは附属する諸規程に反し，又は上司の職務上

の命令に反すること。

二 職場の内外を問わず，大学の名誉を傷つけ，又は信用を失墜させる行為を行うこと。

三 職務上知ることのできた秘密を漏らすこと。その職を退いた後といえども同様であること。

四 大学の敷地及び施設内（次号において「構内」という。）で，選挙運動その他の政治的行為

を行うこと。
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五 学長の許可なく，構内で営利を目的とする金品を貸借し，物品の売買を行うこと。

六 大学の秩序又は規律を乱す行為を行うこと。

七 その他大学の業務の運営に支障をきたす行為を行うこと。

（職員の倫理）

第35条 職員の倫理について，遵守すべき職務に係る倫理原則及び倫理の保持を図るために必要な

事項については，別に定める「国立大学法人秋田大学職員倫理規程」による。

（セクシュアル・ハラスメントに関する措置）

第36条 セクシュアル・ハラスメントの防止等に関する措置は，別に定める「国立大学法人秋田大

学セクシュアル・ハラスメント防止等に関する規程」（以下「セクハラ防止等規程」という。）

による。

（職員の責務）

第36条の２ 職員は，この規則に従い，ハラスメントをしないよう注意しなければならない。

２ 職員は，セクハラ防止等規程第９条に定める調査委員会の行う事情聴取及び調査に協力しなけ

ればならない。

（兼業の制限）

第37条 職員は，学長の許可を受けた場合でなければ，兼業を行うことができない。

２ 職員の兼業について必要な事項は，別に定める「国立大学法人秋田大学兼業規程」による。

第５章 知的所有権

（知的所有権）

第38条 知的所有権について必要な事項は，別に定める「国立大学法人秋田大学知的所有権規程」

による。

第６章 勤務時間等

（勤務時間等）

第39条 職員の勤務時間，休日，休暇等について必要な事項は，別に定める「国立大学法人秋田大

学の職員の勤務時間等に関する規程」による。

（育児休業）

第40条 職員は，学長に申し出ることにより，３歳に満たない子を養育するため，育児休業をする

ことができる。

２ 育児休業について必要な事項は，別に定める「国立大学法人秋田大学職員の育児休業等に関す

る規程」による。

（介護休業）

第41条 職員は，学長に申し出ることにより，その要介護状態にある対象家族を介護するため，介

護休業をすることができる。

２ 介護休業について必要な事項は，別に定める「国立大学法人秋田大学職員の介護休業等に関す

る規程」による。
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（自己啓発等休業）

第41条の２ 職員としての在職期間が２年以上である職員は，学長の承認を得て，大学等における

修学又は国際貢献活動のための休業（以下「自己啓発等休業」という。）をすることができる。

２ 自己啓発等休業について必要な事項は，別に定める「国立大学法人秋田大学職員の自己啓発等

休業に関する規程」による。

第７章 研 修

（研修）

第42条 職員は，職務に関する必要な知識及び技能を向上させるため，研修に参加することを命ぜ

られた場合には，研修を受けなければならない。

２ 職員の研修について必要な事項は，別に定める「国立大学法人秋田大学職員研修規程」による。

第８章 賞 罰

第１節 表 彰

（表彰）

第43条 職員が，次に掲げる場合においては，これを表彰する。

一 業務成績の向上に多大な功労があった場合

二 職務上顕著に有益な創意工夫又は改善を行った場合

三 大学の名誉となり，又は他の職員の模範となる善行を行った場合

四 その他特に表彰に値する行為があった場合

２ 前項各号に掲げる表彰について必要な事項は，別に定める「国立大学法人秋田大学職員表彰実

施規程」による。

３ 前項の規定にかかわらず，永年勤続に係る表彰について必要な事項は，別に定める「国立大学

法人秋田大学永年勤続者表彰規程」による。

第２節 懲 戒

（懲戒）

第44条 職員が，次に掲げる場合においては，これを懲戒することができる。

一 故意又は重大な過失により大学に損害を与えた場合

二 遅刻，早退を繰り返し，又は長期にわたり欠勤するなど勤務を怠った場合

三 刑法上の犯罪に該当する行為を行った場合

四 重大な経歴詐称をした場合

五 その他前各号に準ずる行為があった場合又はこの規則若しくは附属する諸規程に違反した場合

（懲戒の種類）

第45条 懲戒の種類は次のとおりとする。

一 戒告（将来を戒める懲戒をいう。）

二 減給（１年以内の期間を定め給与を減額する懲戒をいう。この場合において，１回の１日当

たりの減給額は，平均賃金の１日分の２分の１を超えないものとし，減給総額は当該月の給与

総額の10分の１を超えないものとする。）
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三 停職（６月以内の期間を定めて出勤を停止し，その間の給与は支給しない懲戒をいう。）

四 諭旨退職（退職届を提出するよう勧告し，10日以内に退職しないときは，次号の懲戒解雇と

する懲戒をいう。）

五 懲戒解雇（予告期間を設けることなく即時に解雇する懲戒をいう。この場合において，所轄

労働基準監督署の認定を受けたときは，第27条に規定する解雇予告手当は支給しない。）

２ 戒告，減給，又は停職の場合は，始末書を提出させる。

３ 職員の懲戒について必要な事項は，別に定める「国立大学法人秋田大学教育研究評議会が行う

審査に関する規程」による。

（訓告等）

第46条 第44条各号のいずれかに該当する場合で，前条の規定による懲戒を行うに至らない程度で

あるときは，その将来を戒めるため訓告，厳重注意を文書等により行うことができる。

（損害賠償）

第47条 職員が故意又は重大な過失によって大学に損害を与えた場合は，その損害の全部又は一部

を賠償させることがある。

第９章 安全衛生

（安全・衛生管理）

第48条 職員は，安全，衛生及び健康確保について，労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）及び

その他の関係法令のほか，学長の指示を守るとともに，大学が行う安全，衛生に関する措置に協

力しなければならない。

２ 学長は，職員の心身の健康増進と危険防止のために必要な措置をとらなければならない。

３ 職員の安全，衛生管理及び健康確保について必要な事項は，別に定める「国立大学法人秋田大

学職員安全衛生管理規程」による。

第10章 出 張

（出張）

第49条 職員は，職務上必要がある場合は，出張を命ぜられることがある。

２ 出張を命ぜられた職員が帰任したときは，速やかに，学長に報告しなければならない。

（旅費）

第50条 出張を命ぜられた職員の旅費に関して必要な事項は，別に定める「国立大学法人秋田大学

旅費規程」による。

第11章 福利・厚生

（宿舎利用基準）

第51条 職員の宿舎の利用については，「国立大学法人秋田大学宿舎規程」及びその他の関係法令

の定めるところによる。

第12章 災害補償
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（業務災害）

第52条 職員の業務上の負傷，疾病，障害又は死亡に関する保険給付は，労働者災害補償保険法

（昭和22年法律第50号）（次条において「労災法」という。）第12条の８第１項の規定により，

次のとおりとする。

一 療養補償給付

二 休業補償給付

三 障害補償給付

四 遺族補償給付

五 葬祭料

六 傷病補償年金

七 介護補償給付

（通勤災害）

第53条 職員の通勤による負傷，疾病，障害又は死亡に関する保険給付は，労災法第21条の規定に

より，次のとおりとする。

一 療養給付

二 休業給付

三 障害給付

四 遺族給付

五 葬祭給付

六 傷病年金

七 介護給付

附 則

（施行期日）

１ この規則は，平成16年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 施行日の前日から引き続き在職する職員であって，次の表の第１欄に掲げるこの規則の適

用に際しては，同表の第２欄に掲げる法令の効果を継承する。

この規則の規定 他の法令の規定

第９条第１項（試用期間） 国家公務員法（昭和22年法律第120号）第59条第１項

第10条第３項（昇任） 国家公務員法第59条第１項

第13条（休職）第１項

第１号（病気休職） 国家公務員法第79条第１号

第２号（起訴休職） 国家公務員法第79条第２号

第３号（研究休職） 人事院規則11－４（職員の身分保障）第３条第１項第１号

第４号（共同研究休職） 人事院規則11－４第３条第１項第２号

第５号（役員兼業休職） 人事院規則11－４第３条第１項第３号

第６号（派遣休職） 人事院規則18－０（職員の国際機関等への派遣）第７条

第７号（災害行方不明休職） 人事院規則11－４第３条第１項第５号
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第９号（専従休職） 国家公務員法第108条の６第１項ただし書き

第45条（懲戒の種類）第１項

第２号（減給） 人事院規則12－０（懲戒）第３条

第３号（停職） 人事院規則12－０第２条

３ 施行日の前日から引き続き在職する職員に，施行日前において国家公務員法第82条第１項各号

に掲げる事由に該当する行為があった場合には，この規則に定める懲戒を行うことができる。

附 則

この規則は，平成17年４月１日から施行する。

附 則

この規則は，平成18年４月１日から施行する。

附 則

この規則は，平成18年４月12日から施行する。

附 則

この規則は，平成19年４月１日から施行する。

附 則

この規則は，平成19年５月９日から施行する。

附 則

この規則は，平成20年４月１日から施行する。

附 則

この規則は，平成20年９月10日から施行する。

附 則

この規則は，平成20年10月８日から施行する。

附 則

この規則は，平成20年12月10日から施行する。

附 則

この規則は，平成21年４月１日から施行する。

附 則

この規則は，平成22年４月１日から施行する。

附 則

この規則は，平成23年11月22日から施行し，平成23年10月１日から適用する。

















































国際資源学部　国際資源学科　資源政策コース　履修モデル
赤文字（ゴシック）：必修科目　★：選択必修科目　青文字：他コース専門科目　（　）内：単位数

前　　期 後　　期 前　　期 後　　期 前　　期 後　　期 前　　期 後　　期

初年次ゼミ(2) 主題別科目(4) 主題別科目(2)

主題別科目(6)

I-EAPⅠ(1) I-EAPⅢ(1) I-EAPⅤ(1) 資源開発と人権問題(2)★

I-EAPⅡ(1) I-EAPⅣ(1) I-EAPⅥ(1)

基礎数学（資源政策）(2) 基礎物理学（資源政策）(2)★ 基礎資源経済学(2)★

異文化コミュニケーション(2)★ 国際資源外交史(2)★

地球科学概論(2)★ 資源学実習(1) ディスカッション演習(1)★ ディベート演習(1)★

資源開発環境学概論(2) 国際関係論概論(2)★

資源政策論(2) 比較政治論(2) 鉱業法(2) 国際情勢分析論(2)

国際法学(2) 交渉学(2)

国際経済学(2) エネルギー地政学(2) 国際協力特別講義(2)

文化間ミディエーションⅠ論(2) 社会調査法Ⅰ(2) 資源環境経済学(2) 卒業課題研究プレゼミ(2)

国際協力論(2) 資源地域研究（アフリカ）(2) 資源契約論(2) 文化間ミディエーション論Ⅱ(2) 資源プロジェクトマネジメント(2)

文化人類学(2) 地史学(2)★ 社会調査法Ⅱ(2) 資源開発生産論(2)★ 応用資源地域研究（国家と宗教）(2)

資源動向論(2) 地質図学(2)★

資源地域研究（中東・西アジア）(2)

複文化社会研究Ⅰ(2)

複文化社会研究Ⅱ(2)

資源政策特別講義Ⅰ(1)

開発経済学特別講義(2)

鉱業史(2)★

◆養成される人材像

◆想定される進路・活躍できるフィールド

合計 124単位数 31 41 35 17

単
位
数 区　分

教
養
基
礎
教
育
科
目

教
養
教
育

14

基
礎
教
育

18

年 次 １年次 ２年次 ３年次 ４年次

資源開発に関連する契約や法制度，資源保有国の各地域の現状と問題点，持続可能な資源開発の方策や開発協力の在り方について学び，現代の産業と社会生活を支え未来を創る資源・エネルギー戦略を担う人材を養成する。

国際的に活動する資源系会社・商社，資源政策に関わる国や自治体の省庁，資源系国際協力機関，国立・私立の研究機関，資源系大学教員・研究員　など

修得される
知識・能力

I-EAP，資源学実習を軸に資源を学ぶ上での基礎を固め
る。2年次以降，理系の専門も履修できるよう，基礎数学を
必修，基礎物理学，基礎化学を選択必修として基礎的な
知識を修得する。

資源政策を学ぶ上で土台となる資源政策論，国際法学，
国際経済学をはじめとした基礎知識を広く修得し，3年次
以降の専門教育へと導く。

資源開発に必要な鉱業法や資源契約論，経済学，各地域
研究等の専門領域を深化させ，海外資源フィールドワーク
で得た知見をもとに卒業課題研究に取り組む準備をする。

研究プロポーザル，卒業課題研究を通して，資源開発を
めぐる諸問題を多角的に考察し，交渉力とコミュニケーショ
ン力を持ち，資源・エネルギー問題を広く見渡せる素養を
培う。
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専門プレゼンテーション技法
（資源政策）(1)

応用資源地域研究（イスラム
社会史）(2)

応用資源地域研究（資源開
発とコミュニティ）(2)

専
　
門
　
科
　
目

学
部
共
通

国際資源クリエイティブ演習(1)

海外資源フィールドワーク(4)

資
源
政
策
コ
ー

ス
専
門
科
目

オペレーションリスクマネジ
メント-HSE-(1)

研究プロポーザル（資源政策）(2)

卒業課題研究（資源政策）(8)

オペレーションリスクマネジメ
ント-危機管理学-(1)



国際資源学部　国際資源学科　資源地球科学コース　履修モデル
赤文字（ゴシック）：必修科目　★：選択必修科目　青文字：他コース専門科目　（　）内：単位数

前　　期 後　　期 前　　期 後　　期 前　　期 後　　期 前　　期 後　　期

初年次ゼミ(2) 主題別科目（4) 主題別科目(2)

主題別科目(6)

I-EAPⅠ(1) I-EAPⅢ(1) I-EAPⅤ(1) 国際資源外交史(2)

I-EAPⅡ(1) I-EAPⅣ(1) I-EAPⅥ(1)

基礎数学Ⅰ(2) 基礎数学Ⅲ(2) 基礎物理学Ⅱ(2)★

基礎数学Ⅱ(2) 基礎物理学Ⅰ(2) 基礎化学Ⅲ(2)★

基礎化学Ⅰ(2) 基礎化学実験(1)

基礎物理学実験(1) 基礎数学Ⅳ(2)★

基礎化学Ⅱ(2)★

資源地域社会学概論(2)★ 資源学実習(1) ディスカッション演習(1)★

地球科学概論(2)★ 資源地質学概論(2)★

資源開発環境学概論(2)

鉱物学(2) 地史学(2) 堆積学(2)

岩石学Ⅰ(2) 地質図学(2) X線結晶学(2)

鉱物学実験(1) 石油地質学Ⅰ(2) 石油鉱床学実験(1) 石油地質学Ⅱ(2)★ 応用古生物学(2)

岩石学実験(1) 金属鉱床学Ⅰ(2) 金属鉱床学実験(1) 古環境解析学(2)★ 資源地球科学特別講義Ⅰ(1)★

国際法学(2) 古生物学実験(1) 資源地球化学文献講読Ⅰ(1) 地史解析学実験(1)★

地球物理学(2) 地球化学Ⅰ(2) 資源地球化学文献講読Ⅱ(1) 国際情勢分析論(2)★

資源処理工学(2)★ 地質調査法実習Ａ(2)

進級論文(4)

構造地質学(2)

岩石学Ⅱ(2)★

リモートセンシング地質学(1)★

炭酸塩岩調査法(1)★

物理探査学Ⅰ(2)★

◆養成される人材像

◆想定される進路・活躍できるフィールド

単
位
数 区　分

年 次 １年次 ２年次 ３年次 ４年次

教
養
基
礎
教
育
科
目

教
養
教
育

14

基
礎
教
育

28

合計 124

資
源
地
球
科
学
コ
ー

ス
専
門
科
目

専門プレゼンテーション技法
（資源地球科学）(1)

研究プロポーザル（資源地球科学）(2)

卒業課題研究（資源地球科学）(8)
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海外資源フィールドワーク(4)

国際的に活動する鉱物資源開発会社，石油資源探査開発会社，国際資源コンサルタント，資源系商社，国の資源政策機関，国立・私立の研究機関，資源系大学教員・研究員　など

オペレーションリスクマネジメ
ント-危機管理学-(1)★

国際資源クリエイティブ演習(1)

修得される
知識・能力

専門科目を学ぶための物理・化学分野の基礎知識を修得
するとともに語学力の向上を目指す。

語学，理数系科目の確実な修得，および地球科学関連，
資源開発関連，国際情報分析などの基礎的な専門科目を
修得する。

専門科目の理解と地質調査能力の基礎力修得，およびイ
ンターンシップ等を通じて地球科学に関する広い視野から
の考察力向上を目指す。

研究プロポーザル，卒業課題研究などを通じて，地質調査
能力と石油地質学などへの応用力を習得し，資源地球科
学に関わる高度な専門力と俯瞰力を涵養する。

地球科学全般の基礎の理解，および資源賦存地域での地質調査から資源探査対象地域の地史・構造発達史を復元できる能力を有し，石油根源岩や貯留岩分布予測などの石油鉱床学を中心とした資源地質学への応用力を習得した国際舞台
で活躍できる技術者を養成する。

単位数 41 34 35 14

専
　
門
　
科
　
目

学
部
共
通



国際資源学部　国際資源学科　資源開発環境コース　履修モデル
赤文字（ゴシック）：必修科目　★：選択必修科目　青文字：他コース専門科目　（　）内：単位数

前　　期 後　　期 前　　期 後　　期 前　　期 後　　期 前　　期 後　　期

初年次ゼミ(2) 主題別科目（4) 主題別科目(2)

主題別科目(6)

I-EAPⅠ(1) I-EAPⅢ(1) I-EAPⅤ(1)

I-EAPⅡ(1) I-EAPⅣ(1) I-EAPⅥ(1)

基礎数学Ⅰ(2) 基礎数学Ⅲ(2) 基礎物理学Ⅱ(2)★

基礎数学Ⅱ(2) 基礎物理学Ⅰ(2) 基礎化学Ⅲ(2)★

基礎化学Ⅰ(2) 基礎化学実験(1) 基礎数学Ⅴ(2)★

基礎物理学実験(1) 基礎数学Ⅳ(2)★

基礎化学Ⅱ(2)★

資源開発環境学概論(2) 資源学実習(1) 国際関係論概論(2)★

資源地質学概論(2)★ ディスカッション演習(1)★

材料力学(2) 地球化学Ⅰ(2) 資源開発環境実験Ⅰ(2)

流体力学(2) 資源処理工学(2) 物理探査学Ⅰ(2)

物理化学(2) 工学基礎実験(1) 岩石力学(2) 資源開発環境学実験Ⅱ(2) 資源開発環境文献講読(1) 火薬学(2)

地球物理学(2) 工業製図(2) 測量学および実習Ⅰ(3) 地熱工学(2) 石油探査学(2)

鉱物学(2) 石油工学(2) リサイクル・廃水処理工学(2) 岩盤工学(2)

岩石学Ⅰ(2) 地史学(2) 製錬プロセス工学(2) 資源循環学(2)

金属鉱床学Ⅰ(2) 資源環境経済学(2)

機械工学概論Ⅰ(2) 電気工学概論(2)

電気・電子実験(1)

◆養成される人材像

◆想定される進路・活躍できるフィールド

単
位
数 区　分

専門プレゼンテーション技法
（資源開発環境）(1)

年 次 １年次 ２年次 ３年次 ４年次

合計 124

研究プロポーザル（資源開発環境）(2)

卒業課題研究（資源開発環境）(8)

教
養
基
礎
教
育
科
目

教
養
教
育

14

基
礎
教
育

28

専
　
門
　
科
　
目

学
部
共
通

国際資源クリエイティブ演習(1)

82

海外資源フィールドワーク(4)

国際的に活動する鉱物資源開発会社、石油資源探査開発会社、国際資源コンサルタント、資源系プラント会社、資源系商社、国の資源政策機関，国立・私立の研究機関，資源系大学教員・研究員など

資
源
開
発
環
境
コ
ー

ス
専
門
科
目

学
部
外
科
目

修得される
知識・能力

物理・化学分野の基礎知識を修得するとともに，本コース
の概要となる資源開発概環境学論など基盤知識を修得・
理解する。

教養基礎科目を確実に修得するとともに，地球科学，資源
開発，資源環境分野の基礎的な専門科目を修得する。

電気・機械等の工学基礎科目を修めるとともに，資源の探
査および開発に関わる専門分野を修得する。さらに，実
験・演習および海外フィールドワーク等を通し，専門能力
の運用能力を獲得する。

研究プロポーザル，卒業課題研究等を通して資源の探査
および開発に関わる研究開発スキルを修得し，高度な専
門性を涵養する。

資源の探査および開発・生産技術の基本をマスターした上で、さらに製錬技術を含めた鉱山の経済性を評価し、周囲の環境や社会システムへの影響を考慮しうるマネジメント能力をも修得した、資源開発の最前線に立てる人材を養成する。

単位数 37 40 32 15



オユトルゴイ鉱山 リオ ティント社における現地各部門での実地実習 5

エルデネット鉱山 エルデネット社における現地各部門での実地実習 5

アジア カザフスタン（東
カザフスタン工科
大学）

カザフスタン国内
東カザフスタン工科大学の協力によるフィールド実
習 10

②-A
②-B

キングスゲート社における事業概要学習など実地
実習
アカラマイニング社、イサラマイニング社における
現地各部門での実地実習

ハ-ドソ-ンパーン鉱山 アイメリ社における現地各部門での実地実習 3
カンチャナブリ周辺 カンチャナブリ周辺の火山岩類の地質巡検 3
チュラロンコン大学内
選鉱系研究施設

選鉱系研究施設における実地実習（チュラロンコン
大学との連携による共同インターンシップ） 3

バツヒジャウ鉱山
ニューモント ヌサ テンガラ社における現地各部門
での実地実習 3

グヌン ポンコール鉱山 アンタム社における現地各部門での実地実習 2
チバリュン鉱山 オースインド社における現地各部門での実地実習 2
ブソウォゴ鉱山 バンドン工科大学の協力によるフィールド実習 2
パドカル鉱山 3
サイランガン鉱山 3

ビクトリア鉱山
レパントマイニング社における現地各部門での実
地実習 2

カナチュアン鉱山 2
バラバッグ鉱山 2
パラワン島 2
ネグロス島 2

セルディ－ピケ選鉱製
錬所　等

選鉱製錬所における実地実習（ボツワナ大学との
連携による共同インターンシップ） 3

ボツワナ国内 ボツワナ大学の協力によるフィールド実習 10

アジア 中国（DOWAホー
ルディングス）

リサイクル資源回収施
設

リサイクル資源回収施設における実地実習 5 ⑧

現地企業との連携による石油鉱床実地学習 10
石油関連施設、博物館、メキシコ湾事故保存施設
の視察(危機管理実習） 10

テキサス～ニューメキシコに分布する石油関連地
層群の巡検（ペルム系石灰岩類：Permian Basinを
中心に）

10

オセアニアオーストラリア（国
際石油開発帝
石）

パース
国際資源開発帝石における現地事務所等での実
地実習 10

出光石油オイル＆ガス
ロンドン事務所　他

出光石油オイル＆ガスロンドン事務所での事業概
要学習

イギリス国内 ケンブリッジ大学等訪問

イギリス・フランス国内
北海油田地層群の観察（セブンシスターズ、フラン
ス西部白亜系地質巡検）

フランス国内 アンジェ大学での生態学実習

アフリカ 国際協力機構
（JICA）

JICA事務所(アフリカ） ＪＩＣＡアフリカ各国事務所にて現地活動に参加 5 ⑫

152

※Ａ･･･協定書，Ｂ･･･覚書
※上記以外にも実習地の追加・拡充を実習年度にかけて交渉・設定予定

⑩，⑪

⑨

資料番号

⑤-A
⑤-B

①-A
①-B

③-A
③-B

④-A
④-B

⑥-A
⑥-B
⑦-A
⑦-B

合計（H25.5月現在　最低受入可能人数）

15

15

イギリス・フランス
（出光石油オイル
＆ガス、アンジェ
大学）

アメリカ（国際石
油開発帝石）

テキサス油田群
メキシコ湾

ヨーロッパ

北米

フィレックスマイニング社における現地各部門での
実地実習

カルメンコッパー鉱山
（旧アトラス鉱山）

カルメンコッパー社における現地各部門での実地
実習 2

ボツワナ（ボツワ
ナ大学,ボツワナ
国際科学技術大
学）

チャットリー鉱山

インドネシア（バン
ドン工科大学）

フィリピン（フィリピ
ン大学）

実習『海外資源フィールドワーク』　　実習予定先一覧

地域
国(連携協力機

関）
実習先（予定） 実習概要

モンゴル（モンゴ
ル科学技術大
学）

アフリカ

最低受入
人数（名）

TVI資源開発における現地各部門での実地実習

マクロアジア社における現地各部門での実地実習

タイ（チュラロンコ
ン大学）

アジア

アジア

アジア

アジア

3
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秋田大学における海外派遣に関する安全管理・対応要項 

 

（目的） 

第１ この要項は，秋田大学（以下「本学」という。）における国際交流事業のうち，

本学の学生及び教職員が海外に派遣される際に生じる生命及び財産の安全を脅か

す様々な危機的事象に迅速，かつ，的確に対処するため，その危機管理体制並びに

対処方法等に関し必要な事項を定め，もって本学の国際交流を推進する学生及び教

職員の安全を確保することを目的とする。 

 

（定義） 

第２ この要項において次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 部局：秋田大学学則第２節に規定する組織及び本部事務組織をいう。 

(2) 部局長：前号に規定する部局の長をいう。 

(3) 国際交流事業：外国人留学生の受け入れ，学生及び教職員の海外派遣並びに国

際交流協定校との連携に関する事業をいう。 

 

（対象とする事象） 

第３ この要項では，本学の国際交流事業における学生及び教職員の海外派遣に際し，

生命及び財産の安全に係る重大な危機事象を対象とする。 

 

（学長等の責務） 

第４ 学長は，この要項に定める安全管理を統括する責任者として，第３に規定する

事象に係る本学における安全管理体制，対処等に関し，必要な措置を講じなければ

ならない。 

 

（安全管理体制の充実のための措置等） 

第５ 学長及び部局長は，安全管理に関する資料の整備，配布，研修の実施等により，

日常的に安全管理体制の充実を図るものとする。 

２ 国際交流事業を行う部局においては，本学による安全管理・対応が十分に行われ

るよう，当該部局に所属する学生及び教職員の海外への渡航に関する情報を収集し，

必要に応じ，国際交流センターに提出しなければならない。 

３ 学長及び部局長は，この要項に従い，第３に規定する事象が発生し，又は，発生

するおそれのある場合は，速やかに本学の学生及び教職員に対して，必要な情報を

提供しなければならない。 

 

（安全に関する情報収集及び情報提供） 

第６ 本学の学生及び教職員は，第３に規定する事象が発生し，又は，発生するおそ

れのある情報を得た場合には，部局長に連絡しなければならない。 

２ 部局長は，前項の情報を得た場合には，当該事象の状況を確認し，必要な応急措
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置を講ずるとともに，学長及び国際交流センター長に報告しなければならない。 

３ 学長は，前項の報告を受けた場合には，国際交流センター長及び当該部局長と当

該事象への対処方針等を協議し，決定するものとする。 

 

（対策本部の設置） 

第７ 学長は，第６第３項による協議の結果，危機事象の対処のために必要と判断す

る場合には，速やかに当該事象に関する対策本部を設置するものとする。 

２ 対策本部は，本部長，副本部長及び本部員をもって組織する。 

３ 本部長は，学長をもって充て，対策本部の業務を統括する。 

４ 副本部長は，国際交流担当学長特別補佐をもって充て，本部長を補佐する。 

５ 本部員は，本部長が指名する者をもって充て，対策本部の業務を処理する。 

６ 対策本部の事務局を国際課に置き，事務局長は，国際課長をもって充てる。 

７ 対策本部の事務は，国際課が主管し，学生支援課，企画広報課その他の関係部課

等から事務局長の指名する者が参画する。 

８ 対策本部は，当該危機事象への対処の終了をもって解散する。 

 

（危機事象の対処の特例） 

第８ 学長は，危機事象の対処に際し，学生及び教職員の生命，財産，又は，身体等

の保護を図るため特に必要があると認める場合であって，緊急を要すると認めると

きは，必要とする役員会，経営協議会，教育研究評議会，部局長等連絡調整会議及

び各種委員会（以下「委員会等」という。）の審議を省略することができる。この

場合においては，当該事象の対処終了後に，委員会等に報告しなければならない。 

２ 学長は，一部局限りの危機で，当該部局限りで対処することが適当と判断する事

象については，当該部局長にその対処を委ねることができる。 

３ 前項の場合において，当該部局長は，国際課，学生支援課，保健管理センター，

環境安全センターその他の関係部課等の協力を，適宜，得るものとする。 

 

（学長が不在の場合の措置） 

第９ 学長が不在の場合は，あらかじめ学長が指名する副学長が，この要項に基づき，

安全管理に当たるものとする。 

 

（雑則） 

第 10 この要項に定めるもののほか，本学の国際交流等に伴う安全管理に関し必要な

事項は，別に定める。 

 

附 則 

この要項は，平成 24 年 4 月 1 日から実施する。 



   
海外渡航届（学生用） 

 
国立大学法人 秋田大学 

提出日  平成      年    月    日 

渡航者氏名 

 

（ふりがな） 

所属                        学部／研究科                    学科／課程／選修          年 

学籍番号： 

現住所・連絡先 現住所：〒 

電話番号： 

携帯番号：                                         （渡航先での使用： 可・不可 ） 

携帯メールアドレス： 

ＰＣメールアドレス： 

緊急連絡先 氏名：                                         （あなたとの関係：                    ）

電話番号： 

携帯番号： 

渡航の目的  

渡航先機関名  

渡航連絡先 住所： 

TEL/FAX： 

E-mail： 

担当者名：                                           

国・都市  

渡航期間 平成     年    月    日（   ）  ～  平成     年    月    日（   ）      

渡航ｽｹｼﾞｭｰﾙ 出発：       年      月     日（便名：                         ） 

帰国：       年      月     日（便名：                         ） 

渡航中に受給 

する奨学金等 

（                                                    ）より奨学金受給 

受給金額：                  円／月・回                         ／該当しない 

パスポート No.： 

発行年月日：          年     月     日     有効期限：          年     月     日 

ビザの有無・種類  

海外旅行保険 保険会社名：                           保険のタイプ： 

保険会社連絡先（電話番号）： 

保険期間：平成     年     月     日 ～平成     年     月     日  （      日間 ） 

その他 

 

 

＊本届は、海外渡航期間の長短に拘わらず、必ず提出すること。 

＊本届は、担当部署が作成、管理するが、必要に応じて国際交流センターに提出すること。 

＊海外旅行保険の保険証及びパスポートのコピーを添付すること。 

＊この個人情報は、本学における海外安全管理・対応業務ためにのみ使用します。その他の目的には利用しません。 



国際交流活動における安全に関する危機事象発生時の連絡体制
（緊急連絡網）

危機事象
の発生

国際課長
国際交流推進役
（連携して当たる）

国際資源学部長

国際交流センター長 学長

企画広報
課長

総務課長
学生支援
課長

プレス対応 公官庁対応 学生家族対応

被害者、派遣先機関との連絡

安全情報の収集

現地大使館との連絡

対策本部の設置



学生・教職員海外派遣における危機発生時対策本部組織図

対策副本部長
（国際交流センター長）

企画広報課長 総務課長

対策本部長
（学長）

報道関係対応

学生支援課長

対策本部事務局長
（国際課長）

国際資源学部長

文科省対応

自治体対応

学生家族対応

国際課長

協定校対応

学内連絡調整

在外公館対応

被害者救援



 

海外における危機事象発生時の国際交流事業の対応ガイドライン 

（「外務省・海外危険情報」を基準） 

 

危険度 「海外危険情報」 勧告の内容 秋田大学の対応 

１ 注意喚起 当該国（地域）への渡航、滞在には特別な注意を喚起する 実施中事業：注意を怠らないことを条件に継続 

計画中事業：延期を検討 

２ 観光旅行延期勧告 当該国（地域）への観光等を目的とする不急の渡航の延期

を勧める 

既に現地に滞在する者に対しては、状況に応じた注意を払

うよう勧める 

実施中事業：継続の是非について検討 

計画中事業：延期 

３ 渡航延期勧告 当該国（地域）への渡航について、目的に拠らず、延期を

強く勧める 

既に現地に滞在する者に対しては、注意を喚起するととも

に事情が許す場合には、出国を勧める 

実施中事業：中断し、（一時）帰国 

計画中事業：延期 

４ 家族等退避勧告 当該国（地域）への渡航の延期・中止を強く勧める 

既に現地に滞在する者に対しても、日本への帰国を含め、

安全な国（地域）への退避を準備するよう勧める。 

実施中事業：中止とし、迅速に帰国 

計画中事業：中止 

５ 退避勧告 当該国（地域）への渡航の延期・中止は言うまでもなく、

現地に滞在する全ての邦人に対して当該国（地域）から安

全な国（地域）への退避を勧める。 

実施中事業：中止とし、即刻に帰国 

計画中事業：中止 

 



【審議事項】

1. 学生の入学，卒業その他その
在籍に関すること及び学位の
授与に関すること。

2. 学生の試験に関すること。

3. 学生の厚生補導及びその身
分に関すること。

【連携運営パネル】

 年６回程度開催
【審議事項】
1. 教育課程の編成に関すること。
2. 教員の採用及び昇任等に関すること。

3. 教育研究に関する規程等の制定・改廃に
関すること。

4. 教育研究に関する重要なこと。

教授会

国際資源学部の学部運営スタイル

 年２～３回程度開催
【審議事項】

1. 学科その他重要な組織の設置廃止に関す
ること。

2. 予算に関すること。

3. 運営に関する規程等の制定・改廃に関す
ること。

4. 運営に関する重要なこと。

教育研究Council 学部運営Council

2. 教育学生委員会
3. 入試委員会
4. 評価委員会
5. 環境委員会

1. 執行部会議（9名）
（学部長，副学部長，※コース長（3名），各委員長4名）

構成員12名
【民間企業等の専門家・研究者2名＋連携大学
教員4名＋※学部代表教員6名】

※学部代表教員6名の内訳
【学部長，副学部長，コース長（3名），学部長及
び副学部長が所属するコース以外から1名】

付託

学 部 長

提案

主
要
委
員
会

※コース長は，
コース内の
意見を集約
し，執行部
会議に報告

※学生個人に関する教学面

学 長

構成員10名
【民間企業等の専門家・研究者2名＋連携大学
教員3名＋※学部代表教員5名】

※学部代表教員5名の内訳
【学部長，副学部長，コース長（3名）】

※遠隔会議システムを利用することにより随時開催が可能


	資料１

	資料２

	資料３

	資料４

	資料５

	資料６

	資料７

	資料８

	資料９

	資料１０

	資料１１

	資料１２

	資料１３

	資料１４

	資料１５

	資料１６

	資料１７

	資料１８

	資料１９

	資料２０

	資料２１

	資料２２

	資料２３

	資料２４

	資料２５




